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１　はじめに
　アジアを始め新興国の成長は著しく、人々の生活水準は

向上し続けている。一方で、日本の人口は2011年から減少

に転じ、今後も引き続き減少が見込まれている。国内での

需要減少や産業構造、市場の需要の変化等に直面し、新た

な市場を求めて、海外市場に活路を見いだそうとする中小

企業もいる。今後企業が成長していくためには、海外の需

要を取り込んでいく必要がある（中小企業白書20141）。

　2002年以降、中小企業の製造業で直接輸出を行っている

企業の数は3568社（2002年）から6336社（2011年）へと増加基

調にある2。海外展開の成功と失敗の分かれ道となる要因

は、中小企業庁が2013年に実施した委託調査3によると、

「販売先の確保」と回答する企業が、輸出で売上高が増加し

た企業でも減少した企業でも最も多い（表１）。「販売先の確

保」が最も重要な取り組みであると回答した中小企業に対

し、「販売先の確保」に取り組めたか否か自社の評価を尋ね

たところ、売上高が増加した企業では、約６割の企業が「取

り組めている」と回答している一方、売上高が増加しな

かった企業は、「取り組んでいるが、うまくいっていない」

「十分に取り組めていない」「全く取り組めていない」と回答

する企業が７割近くいる。つまり、売上高が増加した企業

では自らの成功の体験を基に、また売上高が増加しなかっ

た企業では自らの反省を基に、「販売先の確保」が輸出を成

功させるために重要であると回答していると中小企業白書

では分析している（中小企業白書2014）。このことは、海外

進出のマーケティングにおいて流通チャネルの構築が第一

義的に重要であるという竹田（1982）の研究を支持するもの

である。また、輸出企業が直面している課題・リスク（複

数回答n＝2458）では、「販売先の確保」に次ぎ、「為替変動の

リスク」「現地の市場動向・ニーズの把握」「採算性の維持・

確保」「海外展開を主導する人材の確保」「信頼できる提携

先・アドバイザーの確保」「経済情勢の変化のリスク」「外国

語や貿易関連事務ができる人材の確保」「現地の法制度・商

習慣の把握」「海外向け商品・サービスの開発」「必要資金の

確保」「政情不安・自然災害のリスク」「知的財産・技術流出

のリスク」の順番に多かった4。しかしながら、この分析は

海外でどのように顧客創造を行っているのか、どのように

維持しているのかというマーケティングの観点からの分析

が不十分である。

　日本の国内市場の縮小と競争の激化のために、地方企業

の海外進出も今後もさらに増加することが予想される。こ

うした環境下で、市場をいかに海外に作っていくのかとい

うマーケティングの視点からの研究が求められている（大

石編著2013）。

　海外展開に関する学術的な研究においては、国際経営や

グローバル・マーケティングの分野で多くの研究が存在す

る（（Douglas and Craig（1989、1992、2011）Kotabe（2001）、

Kotabe & Jiang（2008）、小田部 & ヘルセン（2010）、大石

編著（2009）等、大石編著（2013）、マーケティング史研究会 

（2014）、Jain（1989）、Sorenson R.Z. & Wiechmann U.

E.（1975））。しかしながら、大半の研究対象は多国籍企業

であり、地方の中堅・中小企業のグローバル・マーケティ

ングに関する研究蓄積が少ない。グローバル・マーケティ

ングとは「グローバルな視野に基づくマーケティング」（大

石2013）で、「複数国の複数市場で同時にマーケティングを

展開すること」（三浦2009）である。そして「世界市場を対象

として、世界的に配置された調達・生産・販売・研究開発・

サービス拠点をネットワークとしてつなぎ、世界的な競争

優位を獲得しようというものである（大石2009）」。地方企

業の海外進出が増加している状況下において、地方の中堅・
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中小企業のグローバル・マーケティングの研究が求められ

ている5。

　そこで、本稿では地方の中堅・中小企業の事例研究とし

て、新潟県三条市に本社がある株式会社スノーピークを取

り上げる。同社は、1958年創業でアウトドアライフスタイ

ル用品の開発・製造・販売を事業としている。スノーピー

クは1996年に米国への輸出を開始して以来、海外売上高が

増加し2014年には海外売上高は約33％を占めるまでに成長

した（表２）。現在世界28カ国へ輸出している。資本金は

9952万円、従業員数は198名（内契約社員およびパートタイ

マー64名6）である。同社は2014年12月に東証マザーズに上

場し、2015年12月に東証第１部に変更した。「焚き火台」の

みを自社で製造し、それ以外は外部の企業に製造を委託し

ている。自社では商品の企画・開発・デザイン・販売・マー

ケティング・アフターサービスを行っている。スノーピー

クは製造業ではあるが、自社で直営店を展開している「小

売りする製造業」すなわち、「小売製造業」である（原田2016、

10頁）。それゆえ、製造業者ではあるが、物財の取引のみ

ならず、消費者が商品を購買し、サービスを受ける店舗で

の商品の販売に加え、店舗の立地や店舗設計、接客など、

消費者が接するすべてが含まれる（三浦2016、39頁）。加えて

各種イベント等が、顧客満足度や顧客の購買行動等に影響

を与える。それゆえ、店舗やサービスの設計も重要となる。

　スノーピークは「モノ」を売るだけでなく「自然指向のラ

イフスタイル」を提案し、それに共感した顧客が商品サー

ビスを購入しキャンプイベント等に参加してアウトドアを

体験する「コト」づくりを行っている。

　「コト」づくりの重要性については、今後の製造業の進む

べき道として、総務省編（2013）でも指摘されている。それ

は商品のコモノディティ化が進み、製品性能を差別化する

のが難しくなってきており、商品の価値はモノ自体の機能

にあるというよりも、モノに付随するサービスや、ユー

ザーがモノの新しい利用体験を作り出すことが価値である

とみなされてきているからである（総務省編2013）。した

がって、コトラー（2010）が指摘しているように、企業は製

品開発（マーケティング1.0）、差別化（マーケティング2.0）

の次の段階である「共感」「感動」「価値共創」（マーケティン

グ3.0）により、顧客創造・維持を行っていくことを考える

必要がある。

　スノーピークは製造業者であるが、モノの取引のみなら

5 中小企業基本法の定義によると、中小企業とは、製造業その他では、 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用す
る従業員の数が300人以下の会社及び個人である。卸売業では、資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業
員の数が100人以下の会社及び個人である。小売業では、資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の
数が50人以下の会社及び個人である。サービス業では、資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数
が100人以下の会社及び個人である（中小企業庁ホームページ、http://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html、2016年６月７日アク
セス）。常用雇用者数100人以上～1000人未満程度の企業を経済産業省は「中堅・中小企業支援パッケージ」の中で「中堅企業」として位
置づけている（経済産業省製造産業局2015）。
6 スノーピーク（2016）

表１　�輸出を成功させるために最も重要と考えている（成功と失敗の分かれ道となる）取り組み（輸出の開始によって売
上高が増加した企業と増加しなかった企業）

� （単位：％）

売上高が増加した企業
（n＝1,680）

売上高が増加しなかった企業
（n＝722）

販売先の確保 29.1 25.8
信頼できる提携先・アドバイザーの確保 16.8 16.2
現地の市場動向・ニーズの把握 13.9 13.2
海外展開を主導する人材の確保 10.6 8.0
海外向け商品・サービスの開発 7.7 6.6
採算性の維持・管理 7.5 10.2
外国語や貿易関連事務ができる人材の確保 4.2 4.7
現地の法制度・商習慣の把握 3.7 4.6
リスク・トラブルへの対応 3.0 4.8
必要資金の確保 2.7 4.2
その他 0.8 1.7
（注）「売上高が増加した企業」とは、輸出の開始が与えた「売上高の増加」への影響として、「良い影響」「やや良い影響」と回答した企業をいう。ま
た、「売上高が増加しなかった企業」とは、売上高への影響として、「どちらとも言えない」「やや悪い影響」「悪い影響」と回答した企業を指す。
資料：中小企業庁委託「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年12月、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント（株））
出所：中小企業庁（2014）
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ず、メンテナンス、アフターサービス、イベント運営など

サービスの開発を活発化させており、製造プロセスとサー

ビスプロセスとを一企業において統合している。こうした

取り組みをどのように世界へ展開しているのか、製造業の

サービス化が進む中、明らかにする必要がある。そこで、

本研究では、スノーピークが本国で構築したビジネスモデ

ルを他国の市場で展開すること、および進出先でのサービ

スの設計にも分析の焦点を当てる。顧客とサービス提供企

業は、サービスの生産プロセスの中で相互作用し、それを通

して価値が共創される（Gronroos2000、Gummensson1998、

南2012）。それゆえ、サービスの設計面では、サービスの

提供において顧客の参加が不可欠である。

　グローバル展開する小売製造業の小売り・サービスの既

存研究では、Chung（2003）や矢作（2007）らが、顧客への適

応度を高める必要性を強調している。小売業の国際化の研

究では、現地市場の特性への適応と標準化に伴う規模の経

済性の追求の両立が困難であることを向山（1996）や南

（2009）、川端（2005）（2006）（2016）らが指摘している。グロー

バル展開する企業は、調達、製造面では標準化する必要が

ある。その一方、進出先のローカル市場では顧客接点の設

計が重要な鍵となる（神戸大学経済経営研究所20127）。

　以上の既存研究を踏まえ、本研究では最初にスノーピー

クの特長と国際化誘因について概観する。次に、ポーター

の分析枠組みに基づき、同社のグローバル・マーケティン

グについて明らかにしていく。その際、神戸大学経済経営

研究所（2015）の知見を基に、１）主要な海外進出国である

韓国市場において、いかなるサービスの設計を行っている

のか、２）サービス・イノベーションにおいて鍵となると

想定される価値共創プロセスにおいて、企業と顧客がどの

ような役割を担っているのか、３）共創される価値は何か、

４）価値共創の基盤としてスノーピークはどの活動面を標

準化しているのか、５）現地適応化する部分はどの活動か、

６）全体として小売製造企業として価値共創プロセスをど

のように設計・管理しているのか、について考察していく。

２．スノーピークの対象ユニット（事業分野）のグローバル化
２．１　対象ユニットの事業分野の特徴
　本節ではスノーピークの企業概要と事業内容について概

観する8。

　同社のミッションステートメントの要は、「自然指向のラ

イフスタイルを提案し実現するリーディングカンパニーを

作る。常に変化し革新を起こし、時代の流れを変える。自

らもユーザーであるという立場で考え、お互いが感動でき

るモノやサービスを提供する」である。これに基づき、み

ずからもユーザーとして製品をつくることと、製品の販売

を通じてユーザーと「つながる」ことにより、「自然と人をつ

なぐ」「人と人とをつなぐ」市場創造型（market driving）企

業として事業活動を展開している9。同社は「小売製造業」

として、市場のトレンドに追随するのではなく、顧客が店

舗に集まり、自社の商品を購入するような仕掛け作り

「マーチャンダイジング」を重視している10。マーチャンダ

イジングとは、「商品政策を意味し、商品の仕入れ、調達、

品揃え、価格設定、店頭での商品陳列まで、幅広く含む用

語」であり、「ターゲットとする年齢層やトレンドを意識し

て企画される」（神戸大学経済経営研究所201511）。

　同社の事業背景には、現代社会は文明の進化が著しい反

面、ストレスの増大など人間力の低下が危惧され、社会構

造が複雑になればなるほど、人間性を回復したいという欲

7 神戸大学経済経営研究所（2015）115～116頁参照。
8 スノーピーク（2016）。
9 スノーピーク（2016）。
10 神戸大学経済経営研究所（2015）39頁参照。
11 神戸大学経済経営研究所（2015）39頁。

表２　スノーピークの国別売上高

2013年 2014年

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％）

日本 2,930 65 3,733 67

韓国子会社 827 18 754 13

台湾支店 216 5 426 8

米国支店 514 12 645 12

合計 4,487 100 5,559 100
出所：スノーピーク（2014）に加筆して作成
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求が高まっていることがある。人間性の回復のために、自

然の中で生きる力、家族や友人とのコミュニケーション

等、「自然と人のつながり」や「人と人とのつながり」に結び

つくアウトドアライフスタイルを提案している。

　スノーピークは1980年後半から1990年前半にかけて、快

適なキャンプサイトを創るために、快適基準寸法をベース

にシステム化されたリビング、キッチン、ドームテント

タープを効率よくレイアウトするSLS（スノーピークレイ

アウトシステム）を考案し、「ドーム＋タープ＋SLS」という

現在のオートキャンプスタイルの原型をつくった。そし

て、「火を囲む食のコミュニケーションスタイル」などのラ

イフスタイルから市場を創造し、製品を「つくる」ことや、

ひとつのシーンに関連する様々なカテゴリーの製品をシス

テム化し、既成概念にとらわれないスタイルを創造してい

る12。

　スノーピークはモノやサービスを「単品（コンテンツ）」と

して販売しているわけではない。店舗では、キャンプのさ

まざまなシーンという「コンテキスト（文脈）」を連想させる

ことによって、単品の価値が向上し、消費者に買ってもら

えるようなクロスＭＤ（マーチャンダイジング）を行ってい

る13。そして、世界でオートキャンプを文化として確立さ

せ、スノーピークとかかわるすべての人に感動や幸せを感

じてほしいという世界観の下、スタッフが行動している14。

　同社の特長は以下の点にある。

　第１に、製品の設計、生産、販売、配送、顧客サポート

の価値連鎖15のうち、商品企画・開発に力を入れている。

同社は企画開発力で新たなシーンやスタイルを創造し、他

社のまねではない新しい価値のある製品を作っている。そ

して新たなシーンやスタイル提案を起点とした製品を開発

している。仮説―検証を繰り返す製品開発の結果、ロング

セラー製品が多く生まれ、20年を超えて販売している製品

を有している16。

　同社はデザインに力を入れており、国内外の数々の名誉

ある賞を受賞している。例えば、海外ではBack Packer誌

Editor’s Choiceを４製品が受賞している。日本国内では

Good Design Awardを52製品が1990～2014年の間に受賞

している。同社の店舗や商品のデザインには、自社独自の

世界観がある。時流に流されることなく、自らが心から欲

しいと思える商品を作るというポリシーを貫いている。製

品の売れ筋、死に筋をマーケットデータにより判断し、売

れそうな製品をデザインしていくというようなやり方は

行っていない。このように優れたデザイン力が企画開発に

生かされている。

　第２に、製造については、燕三条地域に集積する中小企

業に約半分の自社製品を委託生産している。自社製品約

500品目中、41％を燕三条で製造している。このように伝

統的な燕三条の加工技術の集積がスノーピークの品質面で

の競争力を支えている。鍛造技術、チタンの深絞り技術、

燕三条極薄鋳鉄などはその代表例である。例えば、三条特

殊鋳工所にはダッチオーブン、滝口製作所にはペグ、シマ

ト工業にはランタンなどを委託生産している。シマト工業

がパーツを手がける小さな加工場を取りまとめるハブ工場

の役割も果たしている17。テントは95年までは片貝で作っ

ていたが、95年以降は、中国の青島にある韓国系メーカー

に製造委託している。

　第３に、同社は、自社製品の品質に永久に責任をもつ永

久保証制度と、それに連動したアフターサービスを行って

いる。永久保証制度は、製品の機能が損なわれた場合、製

造上の欠陥が原因の場合は、無料での修理または交換をす

る。その他の場合には適正な価格で修理を行っている。

　第４に、「つながり」を重視し実践している。１）対面接客

でつながる（日本国内58店舗のスノーピークストアでエン

ドユーザーに直接つながっている）。２）自社主催のキャン

プイベントで1998年から開催している「スノーピークウェ

イ」や2003年から開催しているストアイベント、2001年か

ら開催している雪峰祭で、累計参加者数は推計10万人に上

る（2016年３月17日現在）。1998年から続くキャンプイベン

トは、ユーザーと共にキャンプをしてユーザーの声を直接

聞くことで同社の克服すべき課題を五感で感じることがで

きる貴重な場になっている。ユーザーにとっては同社の役

員やスタッフに直接意見を伝えることにより、同社の事業

に参加できる場となっている18。このキャンプイベントを

通して新しい世界観「人生に野遊びを」や自然指向のライフ

スタイルの提案を浸透させている。「スノーピークウェイ」

によって具体的なユーザーがわかり、投入した商品サービ

スのフィードバックを受けている。それを、グループウェ

12 スノーピーク（2016）。
13 三浦（2016）40～41頁参照。
14 台湾支店マネージャーへのヒアリング調査（2014年７月７日）。
15 価値連鎖については、コトラー、アームストロング、恩蔵（2014）44頁参照。
16 マルチスタンドADは27年間、ＦＤチェアワイドは26年間、焚火台は18年間の販売期間である（スノーピーク2014a）。
17 山井太（2014）199～203頁。
18 スノーピーク（2016）。
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アで情報を共有し、製品開発に活用している19。３）自社

運営のコミュニティサイトやfacebookの活用でユーザー同

士もつながっている。このように、ネットコミュニティで

つながっている（「いいね」の数は14.71万人に上る（2016年

３月17日現在）。

　第５に、自社の存在意義を社内外に徹底して周知してい

る。「私たちスノーピークの存在理由は、お客様の笑顔、つ

まりお客様の人生を豊かにすること以外にはありません。

これからも私たちスノーピークはユーザーの皆様のために

ある会社として、感動できるモノやサービスを提供し続け、

世界一顧客に近いブランドであり続けます20」。この自社

の目指すべき方向性を社員に周知徹底させるために、１週

間に１度、朝礼で自社のミッションステートメントを唱和

している。そして、人材採用では、アウトドアとスノー

ピークが好きな人だけを採用している。

２．２　国際化誘因について
　本節では、スノーピークの国際化誘因について分析す

る。

　88年に同社がオートキャンプの製品を発売すると、まも

なく注目を集めブームに乗った。山井社長が入社したとき

のスノーピークの売り上げは５億円程度だったが93年には

25億5000万円と５倍になっていた。しかし、オートキャン

プのブームが去り、スノーピークは94年から99年まで減収

が続いた。売り上げは99年には14億5000万円まで減少し

ピークから４割を失った。国内経済の成長率が低下し、ハ

イエンドな市場が縮小する中、ハイエンドへのこだわりを捨

ててホームセンターや量販店に製品を出荷するか、製品のコ

ンセプトを変えないで、新たに海外市場を開拓するかという

選択肢があり、スノーピークは海外への展開を選んだ21。

　すなわち、スノーピークは、「新商品・サービスの企画開

発力」、「商品・サービスの独自性」はあったが、表１の中小

企業と同じように、国内市場の低迷により「安定した取引

先・商圏」「資金体力・財務基盤」を求めて海外市場に参入

したといえる。

３．海外展開の沿革
　本節では、スノーピークの海外展開の沿革について概観

する。

1958年７月	� 初代代表取締役、山井幸雄が、金物などの

商売を目的として山井幸雄商店を新潟県三

条市に創業

1963年10月	 スノーピークを商標登録

1964年１月	 有限会社山井商店を設立、法人組織化

1986年７月	 オートキャンピング事業に本格参入

1996年12月	� 米国法人である子会社Snow Peak U.S.A., 

Inc.をオレゴン州に設立

2000年１月	� 欧州へ輸出開始し、韓国をはじめアジア市

場へ本格参入

2001年10月	 オセアニア地区へ輸出開始

2008年11月	� 韓国法人である子会社、Snow Peak Korea, 

Incをソウル市に設立

2009年９月	� 米国支店・Snow Peak Inc. A Corporation 

of JapanをSnow Peak U.S.A., Incからの組

織変更による開設

2013年１月	� 台湾支店Snow Peak Taiwan Branchを開設

2013年３月	 米国に直営店を出店

2013年４月	 韓国に直営店を出店

2013年９月	 台湾５店内にスノーピークストアを出店

2013年12月	 韓国に直営店を出店

　同社が海外に本格的に進出したのは米国からである。そ

の後、欧州、アジア、オセアニアという順番に拡大し、

2016年３月現在、合計28カ国で販売している。同社は1996

年12月に米国法人である子会社Snow Peak U.S.A., Inc.を

オレゴン州に設立し海外輸出を開始したが、2009年に日本

本社のbranchに変更している。2001年には韓国へ輸出を

開始し、2008年に販売子会社をソウルに設立。台湾へは

1980年代後半から輸出を開始し、台湾支店を2013年に設立

している。2014年12月期の同社の海外売上高は韓国13％、

米国12％、台湾８％で、韓国が海外では一番多い（表２）22。

４．スノーピークのグローバル・マーケティング
　本節ではスノーピークのグローバル・マーケティングに

ついて分析する。

19 スノーピーク山井太代表取締役社長ヒアリング調査（2014年６月10日）
20 http://event.snowpeak.co.jp/2016/spw/（2016年６月７日）。
21 スノーピーク山井太代表取締役社長ヒアリング調査（2014年６月10日）。
22 経済産業省（2015）では、世界銀行の定義に従い、新興諸国146カ国・地域を所得水準に応じて３つのグループに分割し、これに高所
得国 76カ国・地域を加えた計４つのグループに分けている。「高所得国」は、一人当たりGNIでみた2013年の所得水準が1万2746ドル以
上の国・地域と定義している。ここにはG７諸国、ユーロ圏諸国、韓国、台湾、シンガポール等いわゆる先進国とされる国など76カ国・
地域で構成される（経済産業省（2015）第２章第１節「新興諸国経済の類型化」）。
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４．１　グローバル・マーケティングの枠組み：配置と調整
　グローバル・マーケティングには「配置（Congifuration）」

と「調整（Coordination）」の２つの次元がある（Porter 1986）。

「配置」戦略では、どの国に、どのような製品サービスで、

どのような参入様式で進出するかを決める。その後に、「調

整」戦略で進出したそれぞれの国でSTPや４P戦略の標準

化・現地化を行い、各国のノウハウを移転・共有する

（Porter1986、三浦200923）。マーケティング戦略は、コト

ラーら（2014）によると「ターゲット市場、ポジショニング、

マーケティング・ミックス、マーケティング・コストに関

する具体的な戦略であり、ターゲット顧客から見返りとし

ての利益を獲得するために、いかにして価値を創造するか

をまとめたものである（コトラー他2014、55頁）。さらに、

マーケティング戦略の立案・管理を誰が担うのか、本国本

社か、現地法人なのかというマーケティング管理について

も分析を行う必要がある（大石編著2009）。

　グローバル・マーケティングは「顧客価値創造の源泉で

ある自社のマーケティング知識を世界中へ移転（transfer）

して、売上や利益などの企業業績のグローバル最適を目指

す経営活動」（林2014）でもある。それゆえ、「マーケティン

グ知識は人から人へ移転されるので、HRM（人的資源管

理）のダイバーシティをグローバルに最適化することが求

められる（林2014、81頁）」。そこで、林（2014）の知見を基

に「調整」戦略に人材戦略も加えて分析を行う。

４．２　スノーピークのグローバル・マーケティングの現状
　スノーピークのグローバル・マーケティングを考える際、

1996年から進出していた欧米地域と、2001年から進出した

韓国や台湾地域では、基本的にスタンスが異なる。欧米地

域にはオートキャンプ文化がなく、バックパッカー文化で

あると山井社長は述べている24。このため、欧米地域では

欧米における主要ユーザーはバックパッカー等の旅行者で

あり、主な販売製品は、ガスコンロ等のヒーティングギア、

携帯用小型クッカーやマグカップ等のチタン、ステンレス

製のクックウェア及びテーブルウェアである。一方、韓国

や台湾地域にはオートキャンプ文化があり、テント、ター

プ（日除け）類、テーブルウェア、クックウェア等を販売し

ている。韓国は登山人口だけをとっても、人口5000万人の

うち2500万人ほどが登山を楽しんでおり、スノーピークに

とって可能性があった。「韓国のオートキャンプマーケット

は非常に大きく550億円程度である25」という。

　Ghemawat（2007）はCAGEフレームワークにより、文化

的（Cultural）、制度的（Administrative/Political）、地理的

（Geographical）、経済的（Economic）な距離が、輸出入と

生産活動の結びつきに影響を与えるので、それぞれの国ご

との戦略的差異を認識する必要性を説いている。もちろん

産業や製品特性ごとにも差異は存在するが、韓国は、文化

的な距離では同じアジア圏にあり、欧米諸国と比べると文

化的な距離は近い。地理的距離も隣国であるので近い。経

済的な距離は、需要サイドでは所得水準が基本的な要素と

なるが、IMF（2016）の、世界の１人当たり購買力平価GDP

（USドル）では、日本は3万8054ドルに対し、韓国は3万

6511ドルであり、約1500ドルの違いでしかない。

　しかしながら、山井社長（2015）は韓国市場の課題を以下

のように述べている。「韓国は非常にアグレッシブな市場

で、スノーピークの製品のフルコピーを作っている会社が

30社ぐらいあるといわれている。そうした会社は登山アパ

レルを販売している会社が多いが、売上規模が30億円から

400億円程度の会社で、資本力がありスノーピークの600ア

イテムをすべて金型から起こしてフルコピーしてしまう。

韓国系企業のビジネススキームの多くがフランチャイジン

グで、スノーピーク製品の600アイテムをフルコピーし、

フランチャイジーを通じて販売する。スノーピークグルー

プの拠点数は韓国に21店舗しかない。スノーピークはオリ

ジナルを創っている会社であるが、コピー製品が横行して

いる韓国流通網の中で埋没してしまっている。韓国のオー

トキャンプマーケット自体は成長しているが、コピー製品

が大量に供給されていて、業界内がオーバーストックに

なっているため、流通在庫を処分するための叩き売りが横

行し、品質の高いオリジナル製品を適切な価格で販売して

いるスノーピークにとっては不利な状況が続いている26」。

　このように、韓国ではスノーピークは自社のコピー商品

による「知的財産のリスク」にさらされており、2014年には

韓国子会社の売上高は7.5億円に減少している。

　これは、CAGEフレームワークの制度的な違いに関係し

ている。日本の特許庁はJETROに委託し、『特許庁委託事

業　韓国進出のための知的財産経営マニュアル』や『特許庁

委託事業　韓国知的財産政策レポート』を作成している。

こうした調査報告書を研究し、韓国知的財産政策の変遷を

把握して事業に取り組む必要があろう。

23 三浦（2009）149～150頁。
24 スノーピーク山井太代表取締役社長ヒアリング調査（2014年６月10日）。
25 山井太（2015）10頁。
26 山井太（2015）10頁。
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５．�スノーピークのグローバル・マーケティングにおける
「配置」戦略

　上に述べたように、スノーピークのグローバル展開は、

アジア地域と欧米地域で戦略が異なる。アジア地域では、

日本と同じ商品サービスを展開しているが、欧米地域では、

ヒーティングギア、クックウェア及びテーブルウェアを中

心に販売している。

　以下に、同社のグローバル・マーケティングの配置戦略

を考察する。

５．１　国（市場）の選定
　山井社長によると、最初に米国へ進出したのは、アウト

ドア業界の中でリーティングマーケットはアメリカだった

からである。トレンドを作っているNO.１市場でトップに

なることがブランドを広めるうえで一番であると考えた。

マイクロストーブというそれまでに無い燃焼器具を開発

し、米国へ輸出を開始した。しかし、オートキャンプ文化

は欧米には広がっておらず、バックパッキングやトレー

ラーやキャンピングカーのキャラバンというカルチャーで

あった。最終的にはオートキャンプの用品を販売したかっ

たが、まずはバックパッキングというこれまでの市場でス

ノーピークしかできないことに取り組み、知名度を上げよ

うと考えた。そこで米国でのビジネスの基礎をつくるため、

チタン製の鍋や小さなストーブを開発して投入した。する

と、当初、米国では無名だったにもかかわらず、著名なア

ウトドア誌の製品賞を日本メーカーで初めて受賞した。こ

れを契機に全米にある300店の販売店との取り引きが実現

し知名度が上がった。アウトドアにはバックパッキングな

どで「ウルトラライト」というカテゴリーがある。米国や欧

州ではこの領域でスノーピークはハイエンドで先鋭的な

メーカーというイメージが広まっている27。

　ヨーロッパではドイツにハンブルグ事務所を作った。１

階プール吹き抜けのハンブルグの一等地に店舗を出した。

そ こ に 入 れ た の は 米 国THE NORTH FACEと 独Jack 

Wolfskin28と日本のスノーピークだけだった。その後、ド

イツからスイス、イタリア、フランスへ展開した29。オー

トキャンプの文化がない国へは、キャンプ用品はほとんど

輸出していない。登山の習慣があり、所得が平均で２万ド

ル以上の韓国や台湾にはキャンプ用品も販売している。

　今後はASEAN、中国市場を成長市場と位置づけ進出を

図る。平成26年12月期連結売上高に占める海外売上高の比

率は32.8％である。主要製品は、海外生産比率が高く、為

替レートの変動は外貨建ての直接取引および商社などを経

由する間接取引の製品調達等に影響を及ぼす可能性がある

（スノーピーク201530）。

５．２　製品の選定
　上に述べたように、バックパッカー文化の欧米での販売

製品は、ヒーティングギア、クックウェア及びテーブル

ウェアを販売している。一方、オートキャンプ文化がある

韓国や台湾地域を中心としたアジアでは、テント、タープ

（日除け）類とテーブルウェア、クックウェア、ファニ

チャーを販売している。

　このように進出国の選定とともに、投入する製品を選定

している。その際には、当該国の文化・習慣・市場の状況

などの外部要因を検討している。基本的には、自社にとっ

て各カテゴリーで売り上げ規模や重要度の大きな製品から

選定されている31。

５．３　参入様式
　参入様式には輸出（直接輸出、間接輸出）、フランチャイ

ジング、ライセンス契約、直接投資（合弁、独資、M&A）

などがあるが（Root1982、小田部・ヘルセン2010、富山

200532）、スノーピークは輸出から始まっている。メーカー

は、輸出を開始する際にはリスクを最小にするために商社

経由の間接輸出で参入する場合があるが、スノーピークは

商社を利用せず直接輸出を行っている。最初にアメリカで

子会社を設立し、そこへ輸出するという形態を取った。全

米300店の販売店との取引拡大には、販売子会社を設立し

て、レップ（manufacturer’s representative「販売代理人」）

を使った。その理由は、アメリカの流通形態にはレップが

多かったからである33。レップは営業能力の小さい小規模

の業者が多いが、特定のローカル・マーケットに詳しい。

小売価格その他の販売条件はメーカーが決め、レップは関

27 山井太（2014）189頁。
28 ジャックウルフスキンは、機能的なアウトドア製品を提供するヨーロッパのリーディングブランドである（http://www.jack-wolfskin.
jp/user_data/company.php）。
29 スノーピーク山井太社長ヒアリング調査（2014年６月10日）。
30 スノーピーク（2016）。
31 三浦（2009）参照。
32 富山（2005）。
33 スノーピーク山井太代表取締役社長へのヒアリング調査（2014年６月21日）。
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与しない。レップは販売額に応じた手数料を受け取るから

である34。

　しかし、バックパッカー文化であったことから売上が伸

びず、支店（branch）に変更した。欧州は、アメリカにあ

る本社の支店から輸出している。

　韓国へは2001年から現地の商社をディストリビューター

とし、それがディーラーへ販売し、その後エンドユーザー

へ販売するという直接輸出を開始した。米国の見本市で知

り合った韓国人がディストリビューターになった。2008年

には現地に設立した販売子会社Snow Peak Koreaがイン

ポーター・ディストリビューターになり、卸売販売と小売

り販売をしている。

　台湾へは2007年からディストリビューター兼ディーラー

へ直接輸出を開始し、2013年に日本本社の支店を開設した。

台湾では日本と同様、スノーピークはオートキャンプのパ

イオニアメーカーという認識が強い。台湾でもスノーピー

クウェイを実施し、台湾支店が販売を行っている。これま

で、台湾市場については、本社から直接台湾のディーラー

への卸売を通して事業展開をしていたが、2013年に台湾支

店を設立し、台湾支店へ直接輸出している。販売区分は、

卸売小売と卸売に大別され、インストアは６店舗出店して

いる35。

　このように、スノーピークは韓国、台湾については段階

的に自社が最終顧客に接近する参入様式を取っている。こ

うすることで、海外でもスノーピークの世界観を直接知っ

てもらうことができる。さらに、自社製品に対する要望、

顧客の苦情を直接聞くことができるなど、消費者ニーズを

直接的に把握できる。また、テントの使い方などについて

の事前指導やメンテナンスなど、アフターサービスを実施

しやすく、迅速で適切な対策をとりやすい、自社ブランド

の浸透に適しているなどのメリットがあるからである（富

山2005）。

６．�スノーピークのグローバル・マーケティングにおける
「調整」戦略

６．１　STPの標準化／現地化
　スノーピークのグローバル・マーケティングの調整戦略

は、商品・サービスは標準化を志向しながら、地域のニー

ズや状況に合わせて現地化しているのが基本スタンスであ

る。これはSTP（セグメンテーション、ターゲッティング、

ポジショニング）についても同様である。

　ターゲットは、アジアでは小学生がいるファミリー層を

中心にしている。

　韓国子会社の経営企画部長によると、韓国の客層は30～

50歳代である。さらに絞ると30～40歳代半ばである。その

年頃の人たちには子供がいる。子供がいるファミリー層が

主なターゲット層であるという。６、７年前からキャンプ

ブームが起き、キャンプが普及し、20代の若者もキャンプ

を始めている。50歳代以上の人たちもキャンプを始めてお

り、年齢層が広くなっている。中学生になると、韓国は受

験競争が激しいため勉強に熱心になる。奥さんたちは子供

の面倒を見る必要があるので、男性は一人でキャンプに行

く傾向がある。子供が結婚や大学に入学すると、夫婦で

キャンプに出かける傾向は日本と同じである。スノーピー

クの商品は高めであるため、都会に住むミドル層以上の所

得層の人、年収が600万円相当のファミリーがコアター

ゲットである36。

　一方、欧米ではバックパッカー文化であるので、より幅

広い層が中心となっている。

　スノーピークのポジショニングは、「自然指向のライフス

タイルを提案し実現するリーディングカンパニー」であり、

これは世界共通である。同社の存在意義である「自然指向

のライフスタイルを提案し、人と人、自然と人をつなぎ、

お客様を笑顔にする」が、海外子会社でも海外支店でも共

有され社内に深く浸透している。そして、自分たちはお客

様を笑顔に、そして生活を豊かにするために働いているこ

とが徹底されている。

　ブランド戦略では、どの国でも日本発のグローバルブラ

ンドを展開しており、標準化戦略である。

６．２　４Pの標準化／現地化
　４P（製品、価格、プロモーション、流通チャネル）につ

いては、STPに比べ現地化している。

６．２．１　製品・サービス
　製品戦略の中のブランド・ネームは、標準化である。

　韓国子会社が本社の商品の企画に携わることはない。日

本から来る商品を100％そのまま販売している。台湾では

メッシュでできた亜熱帯モデルを開発中である。新製品は

新たなキャンプスタイルを創造する新製品、海外市場に向

けローカライズされた新製品の開発を積極的に進め、新製

品売上比率を高める予定である（スノーピーク2015a、

34 富山（2005）。
35 スノーピーク（2014）（2015b）。
36 Snow Peak Korea経営企画部長へのインタビュー調査（2014年８月17日）による。
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2015b）。

　スノーピーク韓国の経営企画部長によると、「日韓では

キャンプ文化も食べる文化も異なる。器、材料・食材など

韓国文化に合った提案が必要である。韓国のキャンプはグ

ランドスタイルで、冬好まれる。2005年に本社に冬にキャ

ンプができるキャンプ用のシートを作ってくれるよう依頼

したところ、リビングシートを作ってくれた。韓国の冬の

キャンプはグラウンドスタイルでリビングシートを敷いた

床の上に電気毛布と温水暖房などを敷く。それゆえ暖かい。

キャンプイベントで韓国と日本と同じことはエンドユー

ザーに会えること、ターゲット層がファミリーであること、

キャンプ文化を提供するという同じコンセプトであること

である。異なるのは、キャンプイベントのプログラムであ

る。また、競争が好きなので料理自慢較べをやる。韓国は

品質にうるさい人が多い。不満を持っているとストレート

に口に出す。それを無視すると商品は売れなくなる。韓国

人は、気が短く、ユーザーの力は強い。ブラックコン

シューマーもいる。だからお客様の期待値以上の答えを即

座に対応していく必要がある37」という。

　スノーピークウェイなどのキャンプイベントは、予約・

来場・キャンプ開始、調理、イベント、たき火トーク、後

始末、キャンプでの宿泊、朝食の準備、後始末、帰り支度

等のプロセスがある。プロセス全体で価値を提供する必要

がある。特に、キャンプ全体のプロセスを通して、楽しく

豊かな時間のコンテクストを創造する必要がある。それゆ

え、現地人の嗜好に合うよう現地適応化がされている。

６．２．２　プロモーション
　プロモーシヨン戦略は、グローバルブランドを目指して

おり、韓国のスノーピークのホームページにおける打ち出

し方も同じである。しかし、国ごとに広報展開は異なる。

　韓国では2014年に独自のモバイルのアプリを作り、イン

タラクティブなお互いにコミュニケーションが取れるよう

なツールづくりを実施し、スマホを使ってスノーピークの

ブランド情報を伝えている。スマホでお客様とのコミュニ

ケーシヨンを取るためにこのアプリを開発した38。メッ

セージを消費者に届けるには、顧客時間のすべてにおいて

消費者にアプローチすることが重要である。スマホアプリ

を用いることで、顧客時間のプロセスの中にスノーピーク

というブランドが密接に関わることが可能になっている。

６．２．３　流通チャネル
　流通チャネル戦略は、現地の流通構造の特徴や発展状況

に規定されている。各国の状況を考慮しながら、現地化し

ている。製品販売はスタッフによる接客を重視している。

一方、店舗展開の方針は標準化である。スノーピークは、

お客様へ自社製品や世界観やこだわりを説明する販売方法

にこだわっているからである。

　表３はスノーピークの販売形態別売上高を示している。

ここに示す通り、エンドユーザーへの「小売り」には、直営

店とECサイトがあり、それぞれ国内外合わせて14％、４％

の構成比である。「小売り」は、直営店が直接運営する店舗

においてスノーピークスタッフが直接顧客に説明しながら

販売する。法人への販売では、「インストア」（卸売小売）と

「ショップインショップ」（卸売とディーラー店舗）がある。

　「インストア」とは、スポーツ量販店やアウトドア専門店

等（以下「母体店39」と表記する。）に設けられた自社製品の

コーナーに自社スタッフが常駐し、自社製品の特徴につい

て顧客に説明しながら販売する形態である。この販売形態

は自社スタッフによる運営であり、その構成比は34％（日

本46店舗、台湾６店舗）である。自社製品だけでなくアウ

トドア全体に関する知識の豊富な当社スタッフが顧客とつ

ながりをもつことにより、母体店にとっても集客力の向上、

売上高の増加につながり、Win－Winの関係を構築するこ

とができる。

　上述の直営店、ECサイトと合わせると、自社スタッフ

による販売シェアの売上構成比は52％となる。

　「ショップインショップ」は、母体店に自社製品のコー

ナーを設けているのはインストアと同じだが、母体店のス

タッフが自社製品を販売する。自社製品の使い方等に関す

る教育・研修を受けスノーピークマイスターとして認定さ

れた母体店スタッフが自社製品を販売することにより、自

社スタッフと同じレベルで顧客に自社製品の特徴を伝えて

いる。この構成比は16％である（日本55、韓国41）。自社の

スタッフによる販売と合わせると、差別化された占有売場

構成比は68％に達する。

　このように、スノーピークは、お客様へ自社製品や世界

観やこだわりを説明する販売方法にこだわっている。ス

タッフこそが、スノーピークの価値を伝えられるアンバサ

ダーであるからである。

37 Snow Peak Korea経営企画部長へのインタビュー調査（2014年８月17日）による。
38 Snow Peak Korea経営企画部長へのインタビュー調査（2014年８月17日）による。
39 母体店とは、スノーピークグループがインストアやショップインショップとして出店するディーラー店舗のことを指す（スノーピー
ク（2014b）、（2015a））。
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　ショップインショップは、韓国が日本に提案した販売形

態である。韓国の流通チャネルのほとんどはオーナーの個

人事業主であり、資金繰り、営業、マネージメント能力な

どは法人より厳しい状況にあるという。それゆえインスト

アの基準を満たせるところが見つからず、ショップイン

ショップのカテゴリーでの展開を企画した40。これは韓国

の流通に合わせた現地適合化である。

　一方、アメリカでは家具屋、デザインショップ、インテ

リアショップ系の店舗にスノーピークの商品が並んでい

る41。これも米国の事情に合わせた流通チャネルの現地適

合化である。

６．２．４　価格
　価格戦略については、韓国も台湾も日本の２割増になっ

ている。所得水準を勘案しながら柔軟に現地化への対応を

している。

　以上をまとめると、製品自体は標準化を基本にしながら

サービスや４Pは現地適応している。ブランド名はグロー

バルブランドを目指しているため標準化している。サービ

スとプロモーシヨンは現地適応化している。流通チャネル

戦略と価格戦略は現地の流通構造や経済の発展状況に応じ

て現地適応化している。

６．３　�マーケティング戦略の立案プロセスとグローバル・
マーケティング管理

　スノーピークブランドのコア・バリューは全世界標準化、

パッケージ・デザインも世界統一である。スノーピークの

コア・バリューは、「アウトドアを通して幸せを共有する」

である。それには「家族や仲間などと楽しくキャンプをや

りながら、食事を共にする」機会がふさわしい。つまり、「モ

ノ」としての「スノーピーク製品」ではなく「アウトドア」を

通して得られる「コト」（絆）の価値を提供している。日本本

社発のプログラムを現地適応化するか、現地独自のプログ

ラムを実行するかは、現地主導で立案し、本社の承認を得

て実行すればいずれでも構わない。

　マーケティング・マニュアルは存在しないが、マーケ

ティング戦略立案プロセス42（市場機会の分析、標的市場

の調査と選択、マーケティング戦略策定、マーケティング・

プログラムの立案、実行、フィードバックとコントロール

からなる）は標準化され、マーケティング・プログラムは

各国が開発・実践し、現地に適合化できる部分は適合化し

ている。そして、全体会議で各国のマーケティング知識を

共有しながら、マーケティング戦略立案プロセスは標準化、

40 Snow Peak Korea経営企画部長へのインタビュー調査（2014年８月17日）による。
41 スノーピーク山井太代表取締役社長ヒアリング調査（2014年６月10日）。
42コトラー（2006）第２章

表３　スノーピークの販売形態売上高

販売先 販売形態の特徴 店舗数 売上高
（百万円）

構成比
（％）

エンドユーザー 小売

直営店

14店舗

544 14
日本９
韓国１
台湾１
米国１

ＥＣサイト

展開地域

137 4
日本
韓国
米国

法人

卸売小売 インストア
52店舗

1,286 34日本46
台湾6

卸売
ショップインショップ

96店舗
616 16日本55

韓国41
ディーラー店舗 － 1,215 32

注：店舗数は2015年６月30日現在のものである。売上高は2015年12月期第２四半期の実績による。ディーラーとは法人顧客を指す。
出所：スノーピーク（2015b）より筆者作成
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マーケティング・ミックスの戦略プログラムは各国主導で、

現地適合化と標準化の複合化が行われている。

　各海外支店や子会社は、担当取締役へ毎月の目標達成会

議で報告し、定期的なイベントを開催し、各店舗でも設営

講習を行っている43。このようにマーケティング計画の作

成と実践においては、各国の各ブランドのマーケティング

計画は、各現地法人や支店が本社スタッフの支援を受けな

がら作成し、本社の了解を得て実践に移される。本社には

海外担当部署があり、ここが全世界の現地法人や支店の担

当者を支援している。本社が主導して現地は支援を受ける

だけではなく、韓国の事例のように、各地域のプロダクト

戦略やプログラム戦略の本社への逆移転も行われており、

本社の調整機能の比重は高い。すなわち、本社によるマー

ケティング管理は現地適合化と標準化の複合化である。

６．４　人材戦略
　米国は米国人がトップ、台湾は米国人がトップで日本人

がマーケティングのサポートを行っている。

　韓国は2013年８月までは山井太社長が韓国の社長だっ

た。2013年の９月から韓国人のKim社長に交代した。韓国

の場合は経営スピードが速い。早く意思決定して市場に適

合するので、スピードに合わせないといけない。それまで

は日本の方ですべてコントロールされていたため、時期相

応に適した判断ができなかった。韓国では市場のトレンド

が早く変わるので、それに見合った対応をするのが韓国の

経営スタイルである。企画の作成は韓国子会社がやるが、

最終的な決定は日本の本社と話し合いをしてから進める。

スノーピーク韓国の理事会役員４人中２人が日本人であ

る。理事会の中で意見共有をやってから決定をする。日本

の意思は入ってくる44。韓国従業員数は27名である。ス

タッフ一人一人がアウトドアと専門的な知識を持って、本

人が趣味として持っているライフスタイルを楽しんでいる

ので、お客様と対面してお互いの話をする。キャンプを好

きな人しか採用しないのは世界共通である。

　同社のビジネスは「コミュニティビジネス」である。ス

ノーピークの世界観に共感して集まり応援する準拠集団

「ブランドコミュニティ」に属する人たちは「スノーピー

カー」と呼ばれている。したがって、各国ではローカルな

スタッフとユーザーの関係強化が重要になる。それゆえ、

スノーピークでは、各国子会社のトップには現地人を社長

にし、日本人がサポートし知識の移転を行っている。

６．５　拠点間でのノウハウの移転・共有
　スノーピークは、韓国からの提案を受けてショップイン

ショップ制を導入した。さらに、冬用のキャンプ用品の創

造やモバイルのアプリの導入など、世界の拠点間でのノウ

ハウの移転や共有、創造を行っている。日本の本社からの

スノーピークウェイのノウハウの移転が中心であるが、韓

国からのプロモーションなどのマーケティング戦略のノウ

ハウの移転も行われている。さらに、全体会議で、各国の

情報を共有し、マーケティングのノウハウの横展開も行わ

れている。

むすび
　以上、本研究では、スノーピークの国際化誘因を概観し、

同社のグローバル・マーケティングについて分析を行った。

本研究で明らかになったのは以下の通りである。

　第１に、20年間で海外売上高が全売上高の33％へと増加

した背景には、「自然指向のライフスタイル」を提案するこ

とで「人と自然、人と人をつなぎ、スノーピークにかかわ

るすべての人を幸せにする」という世界観が顧客の支持を

得たこと。それを独自のデザインで創られた商品サービス、

店舗、スタッフすべてが伝道者として伝えていること。韓

国、台湾、米国とも直営店を設け店舗の役割を重視してい

ること。世界観やライフスタイルへの共感、キャンプイベ

ントでの顧客との価値共創が消費者の共感を呼んでいるこ

とにある。

　第２に、同社は、モノとしてのキャンプ用品ではなく

キャンプを通して得られる人と人をつなぐコト（絆）の価値

を提供している。同社はそれを体感できるキャンプイベン

トや設営講習会などのユーザー体験の場を設計し、海外市

場へ移転してきた。統一されたビジョン、ミッション、世

界観の下で、韓国や台湾で実施してきたキャンプイベント

でのコンテンツは現地適合化がされている。例えば、韓国

市場において、キャンプイベントや講習会実施自体につい

ては標準化、コンテンツは現地適合化し、顧客が参加して

実施する各種イベント、たき火トーク等を通して、笑顔と

感動を共創している。現地適応化する部分は、商品とサー

ビスのコンテンツである。同社は、小売製造企業として顧

客を笑顔にして感動を作るために顧客の声を聞き現地ニー

ズを吸い上げながら価値共創プロセスを設計している。そ

して、PDCAを廻し、次回に生かすというマーケティング

管理を韓国で行っていることが確認された。そのために、

43 台湾支店マネージャーへのヒアリング調査（2014年７月７日、於スノーピーク大宰府店）、Snow Peak Korea社長へのヒアリング（2014
年８月17日、韓国、ソウル）。
44 Snow Peak Korea経営企画部長へのインタビュー調査（2014年８月17日）による。
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提供プロセスや流通、プロモーションは、現地適応化戦略

が取られている。すなわち、製品の調達、製造、供給面に

おいては、「標準化」による規模の経済を追求している一方、

ローカル市場への適応化は、日本とは異なるキャンプイベ

ントを提供するなどして、製品サービスや店舗の魅力を創

出している。そして、ローカル市場のニーズや思考、ライ

フスタイルを情報収集し、店舗やモバイルで製品サービス

を通じて消費生活を提案している。

　第３に、スノーピークのビジネスは、スノーピーカーと

いう「ブランドコミュニティ」ビジネスである。したがって

ローカルな国でローカルなスタッフとユーザーの関係強化

が重要であり、統一されたミッションの下で、人材戦略は

現地適合化がなされている。

　最後に、韓国がグローバル・マーケティングの中で果た

しうる役割について述べる。事業のアクターとしての韓国

大企業は、欧米、日本企業を追随し、グローバルな展開を

果たしている。国内市場が限られていることから、今後も

その流れは一層加速していくだろう。一方、韓国を市場と

して見ると、ゲマワットのCAGEフレームワークによると、

韓国は、日本と同じアジア圏にあり、文化的、地理的、所

得水準という需要サイドからみても経済的な距離が近いこ

とから、日本にとり、市場としての役割を有する。制度的

な距離については、国家的な規制をはじめ各種規制や制度

を研究し、対応方法等について検討することが求められよ

う。経済的な距離を供給サイドからみた場合は、賃金コス

ト水準を考慮する必要があろう。
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